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1.  はじめに 

 

 近年，高速道路における床版の劣化が顕在化してき

ており，道路橋床版の大規模更新事業が進められてい

る。床版取替工事においては，通行止め時間の短縮と

いう制約が含まれることが多く，プレキャスト PC 床版

を用いて，床版同士をループ継手により接合すること

が標準的な仕様とされている 1)。ループ継手を用いる

場合，接合部のループ鉄筋内側に配力鉄筋を配置する

ことが標準とされているが，施工性が悪く煩雑な作業

となっている。橋軸方向の接合部ではループ鉄筋内側

に橋軸直角方向の配力鉄筋を配置することになるが，

幅員方向分割取替え工法の場合，車道側または橋梁外

側面から配力鉄筋をループ鉄筋内に挿入する必要があ

り，施工が困難である。そこで，接合部内の橋軸直角

方向の鉄筋を省略できる構造として，Head-bar®と高強

度繊維補強モルタル（以下，間詰材と記載）を用いた

プレキャスト PC 床版接合構造が開発されてきた（写真

-1）。ループ継手と本継手構造の比較を図-1 に示す。本

構造では橋軸直角方向の鉄筋を省略できるほか，接合

部幅をループ継手で標準とされる 330mmから 110mmへ

短縮できることが構造実験によって明らかにされてい

る 2), 3)。 

 本構造で間詰材として使用される高強度繊維補強モ

ルタルは，管理材齢 28 日，設計基準強度 92N/mm2で管

理されている。これは，鉄筋の引張強さ相当の荷重ま

で接合部が破壊しないことが確認された実験時圧縮強

度に対し，材料係数 1.3 を考慮して定めたものである。

一方，昨今の床版取替工事の実状では，管理材齢 28 日

を待たずに早期の交通開放が要求される工事があり，

早期の交通開放を行うためには，本構造における間詰

材の圧縮強度と接合部耐力の関係をより詳細に把握す

る必要がある。 

以上より，本研究では Head-bar ジョイントの接合部

耐力評価を行うため，間詰材の圧縮強度とラップ長を

要因にした接合耐力確認実験を実施した。 
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写真-1 Head-bar ジョイント 

Photo.1  Head-bar joint 

 

プレキャスト PC床版 

Head-bar 

接合部 
ループ継手 

本継手構造 

図-1 ループ継手と本継手構造の比較 

Fig.1  Comparison of loop fitting and main fitting structure 
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2.  接合耐力確認実験の実験概要 

 

2.1  実験概要 

 載荷装置を図-2に示す。載荷実験は島﨑ら 3)の実験と

同様に，鋼製のフレームを組んで反力をとり，載荷側

の鉄筋をセンターホールジャッキで引き抜くことで載

荷する方法とした。載荷側，固定側の鉄筋にはそれぞ

れ 20tロードセルを設置して荷重を計測した。鉄筋には

ねじ節鉄筋を用い，カプラーを介して試験体の鉄筋と

載荷用の鉄筋とを接続した。なお，本実験はプレキャ

スト PC 床版接合部における 1 組の接合部を取り出した

実験となっており，本実験条件では試験体が鉄筋 2 本

側に折れ曲がるような変形が生じると思われる。一方，

実構造で接合部はプレキャスト PC 床版に挟まれ接合部

延長方向にも連続的であることから，このような変形

は生じないと考えられる。これより，試験体の上下は

テフロンシートおよびフラットジャッキを介して鋼製

フレームに密着させ固定することで，前述の変形を抑

制することとした。 

 試験体断面図を図-3 に示す。試験体の幅 300mm，高

さ 100mm，鉄筋間隔 75mm は固定とし，ラップ長 a を

実験要因とした。ここで，プレート定着型鉄筋の背面

空き 16mm は一定としたため，接合部幅 b はラップ長 a

によって一意に決定される。プレート定着型鉄筋の定

着プレートの寸法は 70×40×16mm とした。試験体は

材齢 1 日で脱型し，定期的な散水とシート養生により

乾燥しないように屋内で保管した。 

載荷方法を図-4 に示す。繰返し載荷時の挙動を確認

するため，鉄筋応力で 200N/mm2 相当の荷重を 20 回繰

返し，その後，鉄筋強度の特性値（490N/mm2）相当の

荷重まで載荷した。載荷は荷重制御とし，載荷速度は

1kN/秒程度になるようにジャッキの油圧を手動で調整

した。 

2.2  間詰材の配合および材料強度 

 間詰材の配合およびフレッシュ試験結果を表-1 に示

す。間詰材の圧縮強度を実験要因としたため，載荷試

験時に所定の目標強度が発現するようにプレミクス粉

体構成を調整した 4 配合を使用した。打込み時のフレ

図-2 載荷装置 

Fig.2  Loading device 

載荷側 固定側 

(単位：mm) 

(単位：mm) 

図-3 試験体断面図 

Fig.3  Cross-sectional view of the specimen 

A－A’断面 

a：ラップ長（46, 68, 91mm） 

配合 
目標強度 

構成 
鋼繊維 

混入量(vol.%) 

フレッシュ試験結果 

フロー(平均) 温度 外気温 

N/mm2 mm ℃ ℃ 

fc70 70 

水＋※プレミクス 

粉体＋鋼繊維 
2.3 

109.5 21.2 17.9 

fc60 60 131.5 21.5 18.6 

fc50 50 137.5 21.6 20.4 

fc40 40 125.0 22.5 21.2 

  ※：目標強度に応じてプレミクス粉体構成を調整した 

表-1 間詰材の配合およびフレッシュ試験結果 

Table 1  Filler formulation and fresh test results 

98.8kN

14.3kN

3~5kN

57.3kN

140.4kN

制御変位

引張強度特性値

降伏強度特性値

200N/mm2相当（20回繰返し）

50N/mm2相当（なじみ取り）

除荷

荷重

繰返しの下限荷重

図-4 載荷方法 

Fig.4  Loading procedure 
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ッシュ試験としてフロー試験（JIS R 5201，0 打），練上

り温度，外気温を測定した。 

間詰材の試験項目を表-2 に示す。圧縮強度，ヤング

係数，割裂引張強度の各試験は，材齢 28 日までの 20℃

水中養生（標準養生），および試験体と同条件で載荷試

験時まで養生した供試体でそれぞれ試験を実施した。

また，標準養生の材齢 28 日で切欠き曲げ試験（JCI-S-

002-2003）を実施し，逆解析により引張破壊エネルギ

ーを算出した。引張破壊エネルギーの算出方法は，超

高度繊維補強コンクリートの設計施工指針（案）4)を参

考に，逆解析で得た引張応力－開口変位関係を超えな

いように 2 直線でモデル化し，引張軟化曲線の下側面

積として算出した。 

標準養生の材齢 28 日強度試験結果を表-3 に示す。各

配合の目標強度に対し概ね目標通りの強度値となった。  

鉄筋は D19，SD345 のねじ節鉄筋を使用し，降伏強

度が 414N/mm2，引張強度が 590N/mm2，ヤング係数が

189kN/mm2であった。 

2.3  実験パラメータ 

 実験ケースおよび載荷試験時の強度を表-4 に示す。

圧縮強度およびラップ長を実験要因とし，各水準 2 体，

計 18 体の載荷試験を実施した。圧縮強度の目標値を 70，

60，50，40N/mm2，ラップ長を 2.4D，3.6D，4.8D とし

て，目標強度とラップ長の組合せの違いによるひび割

れ発生荷重や耐力の違いを確認した。 

2.4  計測項目 

 主要な計測項目を表-5 に示す。また，計測位置を図-

5 に示す。定着プレートの背面にφ5mm の丸鋼を接着

し，試験体から突出させた丸鋼端部に変位計をあてる

ことで定着プレートと試験体の相対変位（以下，定着

プレート変位）を測定した。定着プレート背面の

16mm 区間における計測用丸鋼と間詰材は粘土により

項目 試験方法 備考 

圧縮強度 JIS A 1108 材齢 28 日(標準養生)， 

載荷試験時(試験体と 

同養生) 

ヤング係数 JIS A 1149 

割裂引張強度 JIS A 1113 

引張破壊 

エネルギー 

JCI-S-002 

-2003 

材齢 28 日 

(標準養生) 

 

表-2 間詰材の試験項目 

Table 2  Test items for filling materials 

配合 

圧縮 

強度 

ヤング 

係数 

割裂 

引張強度 

引張破壊 

エネルギー 

N/mm2 N/mm2 N/mm2 N･mm 

fc40 46.5 24.7 4.38 5.03 

fc50 54.5 26.7 5.15 6.45 

fc60 62.0 29.2 5.30 6.76 

fc70 67.0 30.3 5.41 9.51 

 

表-3 材齢 28 日強度（標準養生） 

Table 3  Strength at 28 days (standard curing) 

試験体名 

(ラップ長- 

配合-番号) 

試験 

体数 

ラップ長 

(a) 

接合部幅 

(b) 
ラップ長 

/ 呼び径 

載荷試験時（試験体と同養生） 

圧縮強度 ヤング係数 割裂引張強度 

mm mm N/mm2 kN/mm2 N/mm2 

2.4D-fc70-1, -2 2 

46 110 2.4  

70.2 29.3 6.46 

2.4D-fc60-1, -2 2 63.4 27.5 4.70 

2.4D-fc50-1, -2 2 54.8 24.7 5.45 

2.4D-fc40-1, -2 2 46.0 23.3 4.72 

3.6D-fc60-1, -2 2 

68 132 3.6  

63.1 26.7 6.28 

3.6D-fc50-1, -2 2 55.1 24.4 5.02 

3.6D-fc40-1, -2 2 45.9 23.1 4.66 

4.8D-fc50-1 1 

91 155 4.8  

55.1 24.4 5.02 

4.8D-fc50-2 1 55.3 24.0 4.59 

4.8D-fc40-1, -2 2 45.8 22.9 4.60 

※網掛け部：初日と最終日の強度試験の平均値を強度値とした 

表-4 実験ケースおよび載荷試験時の強度 

Table 4  Experimental case and strength at test 

項目 測定箇所 測定機器 

変位 定着プレート変位 変位計 

荷重 
鉄筋の引抜き荷重 20t ロードセル 

拘束荷重 20t ロードセル 

ひずみ 

鉄筋ひずみ 
ひずみゲージ 

(検長 3mm) 

間詰材 

表面ひずみ 

ひずみゲージ 

(検長 60mm) 

 

表-5 測定項目 

Table 5  Measurement item 

定着プレート 

変位測定 間詰材 

表面ひずみ 

鉄筋 

ひずみ(S1) 

図-5 計測位置 

Fig.5  Measurement position 

鉄筋 

ひずみ(S2) 



大成建設技術センター報 第 58 号(2025) 

24-4 

付着を切る処理を行った。鉄筋の引抜き荷重はロード

セルにて測定した。定着プレートから 24mm の位置

（S1），および試験体から 100mm 離れた位置（S2）に

ひずみゲージを貼り付け，鉄筋のひずみを測定した。

間詰材の両側の表面に，定着プレート間の対角線中点

を中心として対角線方向および対角線と直交する方向

にひずみゲージを貼り付け，表面ひずみを測定した。 

 

3.  実験結果および考察 

 

3.1  荷重変位関係とひび割れ性状 

 荷重変位関係を図-6 に示す。試験体数が多いため各

ケース 1 体を抜粋して示した。ラップ長 2.4D の試験体

でのみ引張強度相当荷重到達前に荷重が低下し定着プ

レート間のひび割れが開いて破壊に至った。3.6D，

4.8D の試験体は圧縮強度によらず引張強度相当荷重ま

で荷重が低下しなかった。また，ラップ長 2.4D であっ

ても fc70 のケースでは引張強度相当荷重まで破壊が生

じず，fc50 以上であれば鉄筋降伏前に破壊が生じない

こと（2.4D-fc40-2 のみ鉄筋降伏前に破壊）が確認され

た。破壊が生じた試験体では，定着プレート変位が 0.4

～0.6mm になったあたりから変位が急増し破壊に至っ

た。鉄筋応力 200N/mm2相当の繰返し載荷では，破壊し

た試験体において繰返し載荷中の変位増加が見られる

が，破壊が生じていない試験体においては変位の増加

はほとんど見られなかった。 

実験で観測された典型的な破壊性状を図-7 に示す。

また，除荷後の試験体の一例を写真-2 に示す。載荷側

鉄筋の定着プレートと固定側鉄筋の定着プレート間に

ひび割れが生じており，拘束している側面の角部にひ

び割れが繋がっているひび割れ性状が確認された。 

3.2  鉄筋ひずみ 

 試験体 2.4D-fc40-1 で測定された鉄筋のひずみを図-8
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図-6 荷重変位関係 

Fig.6  Load-displacement relationship 
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図-7 典型的な破壊性状 

Fig.7  Typical fracture properties 

固定側 

鉄筋 

載荷側鉄筋 
ひび割れ位置 

写真-2 除荷後の試験体（2.4D-fc40-2） 

Photo.2  Test specimen after unloading (2.4D-fc40-2) 
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図-8 載荷側鉄筋のひずみ（2.4D-fc40-1） 

Fig.8  Strain on load side rebar (2.4D-fc40-1) 

初期部の拡大 
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に示す。定着プレート近傍で測定した S1 と試験体から

100mm抜け出した位置で測定した S2を比較すると，載

荷開始から，2000μ程度で降伏するまで概ね等しいひ

ずみが生じている（図中の黒矢印）。強度やラップ長が

異なる他の試験体においても同様の傾向が確認された。

鉄筋の付着は載荷後早期に喪失し，載荷荷重のすべて

が定着プレートに作用したと考えられる。これより，

載荷側の定着プレートに作用した力のすべてが間詰材

を介して固定側鉄筋の定着プレートに伝達されている

と推察する。 

 

4.  接合部の耐力評価 

 

4.1  接合部耐力式の構築 

 間詰材の強度とラップ長の関係から接合部耐力を算

出する耐力式を構築する。耐力式の導出は金澤ら 5)の

極限解析の上界定理に基づくRC部材のせん断耐力評価

モデルを参考に行った。実験結果より，接合部では定

着プレート間の間詰材に圧縮力が作用すると考えられ

るが，破壊時の表面には定着プレート対角方向のひび

割れが観測された。これより，試験体内部の定着プレ

ート間と，試験体表面とでは終局時の応力状態が異な

ると考えられる。そこで，接合部耐力式で扱う応力状

態モデルを図-9 に示すように定着プレートを有する試

験体内部断面と，定着プレートが無い試験体表層の断

面に分けて検討した。内部断面では間詰材が定着プレ

ートから力を受けることによって一様な圧縮を受ける

圧縮変形モデル，およびプレート端部をつなぐ線上で

せん断変形を生じるせん断変形としてモデル化した。

一方，表層断面では内部断面の破壊領域の対角線に沿

って一様なひび割れが生じるとしてモデル化した。ま

た，金澤ら 5)と同様に，部材は平面応力状態にあると

仮定した。以上より，各応力状態における変形場は図-

10 に示すように定義することができる。 

4.1.1  応力状態 1 の定式化 

図-10 の定義より，圧縮変形モデルの破壊領域におけ

るひずみ𝜀𝑥1, 𝜀𝑦1, 𝛾𝑥𝑦1は式(1)のように与えられる。 

 

𝜀𝑥1 = 0，𝜀𝑦1 = −
𝑢

𝑙𝑠
，𝛾𝑥𝑦1 = 0 (1) 

 

次にせん断変形モデルの破壊領域におけるひずみ𝜀𝑥2, 

𝜀𝑦2, 𝛾𝑥𝑦2は式(2)のように表される。 

 

𝜀𝑥2 = 0，𝜀𝑦2 =
−𝑢 cos 𝜑

𝛿
，𝛾𝑥𝑦2 =

𝑢 sin 𝜑

𝛿
 (2) 

 

ここに，𝑢：定着プレートの変位（mm），𝑙𝑠：ラップ

長（mm），𝛿：せん断変形モデルの破壊領域の幅（mm）

で微小（𝛿 → 0）と見なす，𝜃：圧縮ストラットの対角

線と圧縮ストラット端面のなす角度，𝜑：せん断変形

モデルの破壊領域と圧縮ストラット端面のなす角度で𝛿

が微小なとき𝜑 ≈ 𝜃，である。 

ここで，𝛾𝑥𝑦は工学せん断ひずみである。次に，主ひ

ずみ𝜀1,3はモールのひずみ円から式(3)のように表され，

圧縮変形モデルの主ひずみは式(4)，せん断変形モデル

破壊面

応力状態2
(引張)

内部断面（応力状態 1） 表層断面（応力状態 2） 

内部断面 

表層断面 
図-9 応力状態のモデル化 

Fig.9  Modeling of stress state 

応力状態1
(せん断・圧縮)

F, u

ls

uu

a

s

d

y1

x1

破壊
領域

図-10 各応力状態における変形の定義 

Fig.10  Definition of deformation at each stress state 

(a) 内部断面（応力状態 1） 

圧縮変形モデル 

(b) 表層断面（応力状態 2） 

δ

微小要素 u

u

δ u cos

u sin

破壊領域

(微小区間)

せん断変形モデル 

3
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の主ひずみは式(5)で表される。 

 

𝜀1,3 =
𝜀𝑥 + 𝜀𝑦

2
±

1

2
√(𝜀𝑥 − 𝜀𝑦)2 + 𝛾𝑥𝑦

2 (3) 

(圧縮変形モデル) 𝜀1,3 =
𝑢

𝑙𝑠
{

0
−1

} (4) 

(せん断変形モデル) 𝜀1,3 =
𝑢

2𝛿
{

− cos 𝜃 +1
− cos 𝜃 − 1

} (5) 

 

最小主応力𝜎3は式(6)を用いて算出した。ここで，各

方向の応力は同じ方向のひずみのみから定まることを

仮定している。 

 

𝜎3 = 𝑓𝑐 {2 (
𝜀3

𝜀𝑝

) − (
𝜀3

𝜀𝑝

)

2

} (6) 

 

ここに，𝑓𝑐：コンクリート圧縮強度（N/mm2），𝜀𝑝：

圧縮強度時のひずみで 0.002，である。次に，外力によ

ってなされる仕事（外力仕事）と，内力によってなさ

れる仕事（内力仕事）が等しくなることから，式(7)が

与えられる。 

 

∫ 𝐹 𝑑𝑢 = (∫ 𝜎1 𝑑𝜀1 + ∫ 𝜎3 𝑑𝜀3) 𝑉 (7) 

 

 ここに，𝐹：鉄筋に作用する力（N），𝑉：破壊領域の

体積（mm3）である。 

ここで，最大主応力𝜎1は引張強度まで弾性とし，引

張強度以降は 0 とした。破壊領域の体積は，圧縮変形

モデル，せん断変形モデルでそれぞれ図-10(a)に示し

た破壊領域の体積とした。破壊基準には Drucker-Prager

の破壊基準を用いた。降伏関数𝑓は式(8)のように表さ

れる。 

 

𝑓 = 𝛼𝐼𝜎 + √𝐽2 − 𝑘 (8) 

 

 ここに，𝐼𝜎：応力の第一不変量，𝐽2：偏差応力の第二

不変量，𝛼, 𝑘：定数，である。𝛼, 𝑘は既往の研究 6)を参

考に，𝛼 = 0.07，𝑘 = |𝑓𝑐| √3⁄ を設定した。以上より，

𝑓 = 0となる際の𝐹 をせん断破壊耐力，応力𝜎3が一軸圧

縮強度に達した際の𝐹  を圧縮破壊耐力と定義する。そ

して，各モデルで計算される耐力のうち変位𝑢の増加に

対し先に生じる耐力を応力状態 1 の外力𝐹1として採用

した。 

4.1.2  応力状態 2 の定式化 

図-10 の定義より，応力状態 2 の破壊領域におけるひ

ずみ𝜀𝑥3 , 𝜀𝑦3 , 𝛾𝑥𝑦3は式(9)のように与えられる。ここで，

変位uは応力状態 1 における変位と等しいと仮定した。 

 

𝜀𝑥3 = 0，𝜀𝑦3 =
𝑢∙cos 𝜑

𝛿
，𝛾𝑥𝑦3 = −

𝑢∙sin 𝜑

𝛿
 (9) 

 

次に，式(3)で示したモールのひずみ円より，主ひず

み𝜀1,3は式(10)のように与えられる。 

 

{
𝜀1

𝜀3
} =

𝑢

2𝛿
{
cos 𝜑 + 1
cos 𝜑 − 1

} (10) 

 

 最大主応力𝜎1は引張強度まで弾性として計算した。

また，最小主応力𝜎3は式(6)を用いて算出した。 

ここで，ひび割れ発生時の破壊基準を最大主応力が

試験 

体名 

実験値 計算値 

ひび割れ

発生荷重 

最大 

荷重 
※破壊 

性状 

ひび割れ 

発生荷重 

最大 

荷重 

kN kN kN kN 

2.4D-fc70-1 55.2 140.4 - 41.6 155.6 

2.4D-fc70-2 47.8 140.6 - 41.6 155.6 

2.4D-fc60-1 75.5 133.4 △ 38.6 141.6 

2.4D-fc60-2 41.5 140.5 - 38.6 141.6 

2.4D-fc50-1 56.9 130.7 △ 34.8 123.6 

2.4D-fc50-2 53.7 106.5 △ 34.8 123.6 

2.4D-fc40-1 44.7 116.5 △ 30.6 105.4 

2.4D-fc40-2 44.9 93.6 × 30.6 105.4 

3.6D-fc60-1 57.7 140.7 - 51.5 211.7 

3.6D-fc60-2 47.6 140.5 - 51.5 211.7 

3.6D-fc50-1 50.8 140.8 - 46.4 185.4 

3.6D-fc50-2 43.2 140.4 - 46.4 185.4 

3.6D-fc40-1 31.5 140.4 - 40.9 157.4 

3.6D-fc40-2 52.7 140.4 - 40.9 157.4 

4.8D-fc50-1 73.3 140.6 - 54.8 208.3 

4.8D-fc50-2 54.7 140.8 - 54.8 208.3 

4.8D-fc40-1 55.9 140.6 - 48.3 177.1 

4.8D-fc40-2 56.4 140.6 - 48.3 177.1 

 

表-6 ひび割れ発生荷重および最大荷重 

Table 6  Crack initiation load and maximum load 

 

※ -：破壊無し，△：鉄筋降伏後に破壊 

×：鉄筋降伏前に破壊 
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図-11 実験値と計算値の比較 

Fig.11  Comparison of experimental and calculated values 

(a)ひび割れ発生荷重 (b)最大荷重 
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引張強度に達した時点であると設定した。一方，間詰

材には鋼繊維が混入されており，ひび割れ発生後もひ

び割れ直交方向の引張応力は間詰材の引張軟化特性に

応じて保持される。これより，ひび割れ発生後の最大

主応力は，試験より得た引張軟化曲線に応じて低減し

た引張応力を採用した。以上より，式(7)から応力状態

2 における外力𝐹2が計算され，応力状態 1,2 における外

力𝐹1，𝐹2を合計することで破壊時の鉄筋の作用力𝐹が算

出される。 

4.2  実験値と計算値の比較 

 ひび割れ発生荷重と最大荷重を表-6 に示す。ひび割

れ発生荷重の実験値は，試験体 1 体につき 4 箇所の測

定をしたひび割れに直行する表面ひずみのうち，いず

れかの測定値がひび割れ発生ひずみ（割裂引張強度/ヤ

ング係数）に最初に達した時点の荷重とした。また，

最大荷重の実験値はロードセルで測定した最大荷重と

した。各計算値は 4.1 節の通りに算出した。実験値と計

算値の比較を図-11 に示す。その結果，ひび割れ発生荷

重の計算値は実験値に対して低めに計算されることが

わかった。次に，最大荷重では計算値/実験値の比の平

均が 1.04 であり，計算値は実験値の±15%に概ね収ま

った。一方，本検討では最大荷重の比較に用いた試験

体数が 5 体と少ないため，今後，精度検証や適用範囲

の確認を行う必要がある。 

 

5.  まとめ 

 

 本研究では，Head-bar ジョイントを用いたプレキャ

スト PC 床版接合部の耐力評価を行った。得られた知見

を以下に示す。 

 

(1) 定着性能確認試験の結果，本実験の範囲において

間詰材の圧縮強度が 70.2N/mm2 であればラップ長

2.4D 以上で鉄筋の引張強度まで接合部が破壊しな

いことが確認された。また，圧縮強度 54.8N/mm2

であればラップ長 2.4D 以上で鉄筋降伏前に破壊が

生じないことが確認された。 

(2) 内部断面および表層断面の応力状態を考慮した接

合部耐力式を構築し，実験値と計算値の比較を行

った。その結果，最大荷重の計算値/実験値の比の

平均は 1.04 であり，計算値は実験値の±15%に概

ね収まった。 

(3) 間詰材の強度と接合部耐力の関係を明確にしたこ

とで，早期開放時の必要強度を具体的に検討する

ことが可能となった。これにより，週末の交通開

放が必要とされる現場へ Head-bar ジョイントを適

用することが可能となった。 
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